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研究成果の概要（和文）：組織変革の認知・導入・定着のプロセスを変革に関わる内外の主体(

変革推進主体)および主体間の関係に焦点を当て、変革の新しいプロセスモデルを構築した。変

革推進主体のパワーとネットワークに注目することにより、組織変革のダイナミックな側面がよ

り明らかになった。組織変革の事例を踏まえ変革の認知・導入・定着の各段階に関わる変数(変

革推進主体のネットワーク・パワー、変革への態度等)の索出を行った。 

 
研究成果の概要（英文）：This study deals with organizational change process and change 
agents .It examines the influence of change agent power and network on 
change process, The relationship between change agent and the other agents can 
understand dynamic aspects of organizational change. Top intervention and middle 
involvement ,resistence to change influence phases of organizational change. According to 
case study,  factors which determine change process are power relations between change 
agent and other agent, relations between top and change agent, attitude towards change. 
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１．研究開始当初の背景 

(1) 組織変革は組織論にとって重要な課題

であり、数多くの研究者が積極的に取り組ん

できた。 

組織はなぜ、いかに変革していくのか、望ま

しい組織をいかに作っていくのかは組織論

にとって究極の理論的・実践的課題にほかな

らない。そこで組織変革とは何か、組織はな

ぜ変革を行うのか、変革をいかに推進してい

くのか、変革の担い手は誰かなどは重要な問

題であり、経営学において挑戦的に解決を試

みてきた。しかし変革に関する課題の複雑性

により統合的な枠組みにもとづく解明はほ

とんど行われてこなかった。むしろ組織変革

の実際に関する事例や報告という形で変革

の記述のみが行われてきた。すなわち組織変

革の理論の不在が問題であり、理論にもとづ

く現実の説明が今まさに求められている。 
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(2)組織変革に関する理論は環境決定論的色

彩が強かった。変革は環境に適合すること、

あるいは環境に淘汰されるものとして捉え

られていた。しかし組織変革は決して環境の

みによって決定されるわけではない。むしろ

組織内外のさまざまな主体が相互に関連し

ながら環境を能動的に認識し捉えなおす過

程である。そこで変革を推進する主体とそれ

に抵抗する主体、支持する主体との関係に焦

点を当てた研究が必要である。それは変革主

体論の復権であり、変革をめぐる主体間のダ

イナミックな関係に注目することである。組

織変革論においては組織文化を計画的に変

革する組織開発論はチェンジエージェント

論として既に取り上げてきている。しかしそ

れはコンサルティングとしての位置づけで

あり、本格的に変革論の中に位置づけられて

きたとは言えない。また変革論においてトッ

プのリーダーシップは言うまでもなく重要

であり、変革とリーダーシップは変革型リー

ダーシップとして取り上げてきている。 

 

(3)提携相手をパートナーとする変革過程に

ついての研究を展開してきた。変革の各段階

において当該組織と密接に関連した提携相

手の影響は極めて大きく、変革案の導出や選

択において提携相手が深く影響を与えるこ

とが明らかとなった。それは組織のトップマ

ネジメントの構成や変革をめぐるチームの

編成を通じて影響を与えている。そこで変革

の担い手に焦点を当てた研究は 

必要である。 

 

２．研究の目的 

(1)本研究では従来の研究成果を踏まえ、組

織変革の認知、導入、定着のプロセスを変革

に関わる主体および主体間の関係に焦点を

当て、組織変革の新しい方向を模索すること

にある。組織変革に関わる内外の主体がいか

に変革を認知し、導入し、定着するのかにつ

いてのプロセスを分析することである。変革

を推進する主体に焦点を当て、それに関わる

様々な主体(抵抗する主体、支持する主体)と

の関係を、パワーと影響力の視点およびコミ

ュニケーション、ネットワークの視点より理

論的・実証的に明らかにすることを目的とす

る。変革推進主体が組織変革において、いか

なる役割をはたし、役割を実行するために関

連する主体との間のパワーをいかに形成し

展開していくのか、抵抗する主体に対しいか

なる方法で対処するのか、いかに支持者を拡

大するのか等について明らかにすることを

目指している。２１世紀にかけて様々な組織

で行われたＶ字回復のプロセスを解明する

ためには、業績低下への認識および具体的行

動を、その担い手の立場や認知に注目した分

析が必要である。 

 

(2)組織変革の推進主体とそれに関連する主

体との関係に焦点を当て、理論的・実証的に

解明することである。従来の組織変革研究に

欠けていた主体論を復権することである。変

革を認知し、実行し、定着するためにはトッ

プを含む変革推進主体がいかに支持者を拡

大し、抵抗する主体を説得するのかにかかっ

ている。そこで新しい組織変革のモデルを構

築することを目指している。また組織変革の

実態を通じたケースの集積も目指している。 

 

(3)変革がトップ主導であるのか、現場主導

であるのかにより変革のタイプ分けを行い、

タイプ別の変革への影響について明らかに

する。すなわちトップが主導した組織変革と

現場から湧き上がった組織変革の違いにつ

いて、変革に関わる様々な主体の役割、パワ

ー、ネットワークに注目して解明する。各タ

イプの組織変革への効果についても明らか

にする。意図した行動が必ずしも予測される

成果をもたらさないことがあり、そのメカニ

ズムを解明することも重要な課題である。組

織変革プロセスにおけるパワーダイナミク

スを解明することもつながり、変革論とパワ

ー論の接続を図る研究である。 

 

３．研究の方法 

(1)本研究は変革主体に関する研究と変革プ

ロセスに関する研究に分けておこなった。変

革主体に関する既存の研究についてサーベ

イし、パワーとネットワークの視点からの枠

組みを構築した。変革プロセス研究では、組

織変革の認知・導入・定着のフェイズにえい

きょうをあたえる要因の索出を行う。 

 

(2)それと並行し、大企業の変革の実態を明

らかにするために事例についての研究を展

開した。事例としては日産自動車、JR 東日本、

キリンビール､コマツがとりあげられた。じ

れに関する情報収集に努めた。変革に関する

本・雑誌・HP・新聞などをつうじて情報を整

理した。工場・販売現場など実際の現場の調

査も行った。 

 

４．研究成果 

(1)組織変革の認知・導入・定着のプロセスを

変革に関わる内外の主体(変革推進主体)およ

び主体間の関係に焦点を当て、変革の新しい

プロセスモデルを構築した。そこで変革推進

主体に関する既存の文献のサーベイを行った

。変革推進主体の役割に関する研究は行われ

てきたが、変革推進主体と他の主体との関係

といった、関係論的視点に立つ動態的研究が

行われていないことが明らかになった。それ

はパワー・影響力の観点からの分析がほとん



 

 

ど行われなかったことでもある。パワーとネ

ットワークの視点からの再整理を行った。変

革推進主体のパワーとネットワークに注目す

ることにより、組織変革のダイナミックな側

面がより明らかになった。変革の認知・導入

・定着の各段階に関わる変数の索出を行った

。変革プロセスと変革推進主体を結びつけた

枠組構築への手がかりが与えられた。 

本研究は組織変革の認知・導入・定着のプロ

セスを変革に関わる内外の主体の変革(変革

推進組織変革の認知・導入・定着のプロセス

を変革に関わる内外の主体の変革(変革推進

主体)および主体間の関係に焦点を当て、変革

の新しいプロセスモデルを暫定的に構築した

。 

 

(2) 組織変革の具体的な事例として、まず日

産自動車、テルモ、ヤマハ発動機、などをと

りあげ公刊されている資料を中心に分析を行

った。変革においては、トップ、ミドル、現

場が異なった役割を果たすとともに、トップ

とミドルとの関係、ミドルと現場との関係が

いかに展開されるのかが重要であることが明

らかになった。変革推進主体であった、日産

におけるＣＦＴ、テルモにおけるＴＢＵに注

目すると、こうしたチームや単位がいかに形

成されたのか、どのようなメンバーで構成さ

れたのか、トップがどのように関与したのか

、チームや単位のパワーの源泉や行使が重要

であることが明らかになった。 

組織変革について、キリンビール・ＪＲ東日

本・コマツの事例についても調査をおこなっ

た。業績の低下に対して、いかに対応したの

かについて注目し、変革推進主体とそれに賛

成する主体・抵抗する主体の関係をパワーと

ネットワークの視点からの整理を行っている

。変革推進主体とトップとの関係にも注目し

ている。 

組織変革における、新製品開発・新事業創造

の重要性や新製品・新事業における主体間の

パワー分析の必要性は取り上げた事例からも

明らかになった。 

 

(3)今までの研究では十分に展開されてこな

かった各段階に関わる要因として、変革推進

主体と他の主体との関係、変革に対して賛成

なのか、反対するのか、無関心なのか、主体

間のパワー関係を考慮することを明らかにし

た。今までの研究では十分に展開されてこな

かった各段階に関わる要因として、変革推進

主体と他の主体との関係、変革に対して賛成

なのか、反対するのか、無関心なのか、主体

間のパワー関係を考慮することを明らかにし

た。すなわち変革推進主体のパワー・ネット

ワーク、変革への態度の違いは変革に影響を

与えることが明確になった。また変革推進主

体が誰によって担われるのかが変革の範囲・

速度を規定することが事例研究からわかった

。変革がとの様な順序で推移するのか、その

さいにいかなる主体がかかわるのかが重要で

ある。 

 

(4)今までの研究では十分に組織変革におけ

る、新製品開発・新事業創造の重要性や新製

品・新事業における主体間のパワー分析の必

要性は事例からも明らかになった。 
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